様式３
参加資格要件確認書

	参加資格要件
	該当チェック

	①伊予市に入札参加資格の登録がある法人格を有する者である。
	□はい□いいえ

	②愛媛県内に本社、支社、営業所等の営業拠点を有する者である。
	□はい□いいえ

	③厚生労働省作成の「大量調理施設衛生管理マニュアル」に定められた「同一メニューを１回300食以上又は１日750食以上を提供する調理施設」での調理業務の実績を３年以上有し、又は同程度の義務教育諸学校〔学校教育法（昭和22年法律第26号）に規定する小学校、中学校〕を対象とした学校給食業務の受託実績を３年以上有し、現在も継続して業務を実施している。
	□はい□いいえ

	④製造物責任法（平成６年法律第85号）の規定による損害賠償責任を　履行するための生産物賠償責任保険に加入している者である。
	□はい□いいえ

	⑤地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項の　規定に該当する者ではない。
	□はい□いいえ

	⑥会社更生法（平成14 年法律第154 号）の規定による、更生手続開始の申立て、及び民事再生法（平成11 年法律第225 号）の規定による再生手続開始の申立てがなされている者もしくはなされた者ではない。
	□はい□いいえ

	⑦消費税、地方消費税、法人税、主たる事業所が在する自治体の市区町村民税を滞納している者ではない。
	□はい□いいえ

	⑧参加申込書を提出した日から、過去３年以内に食品衛生法（昭和22 年法律第233 号）の規定による食中毒その他の食品に係る事故を起こし、営業停止処分を受けた者ではない。
	□はい□いいえ

	⑨食品衛生法又は同法に基づく処分に違反して刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して２年を経過しない者ではない。
	□はい□いいえ

	⑩食品衛生法第59条から第61条までの規定により許可を取り消され、その取り消しの日から２年を経過しない者ではない。
	□はい□いいえ

	⑪伊予市暴力団排除条例（平成23年伊予市条例第30号）第２条第１号から第３号までの規定に該当する者ではない。
	□はい□いいえ



※「該当チェック欄」の該当する項目の□へ✔を記入すること。
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